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1.は じ め に

スルメイカの資源研究には2つ の 目的があると考え られる。1つ は漁況予測であ り、他の1つ は

資源の保存、管理の方策を見い出すことである。日本海において、スルメイカの漁況予測は昭和46

年から精度の高い予測が行われている(日 水研、1971～1990)が 、資源管理方策については安達

(1988)の 提案報告があるにすぎない。資源管理方策を見い出すためには資源の変動要因をみきわ

める必要がある。安達(1988)は 資源変動が漁獲の影響であるとの仮定のもとで管理方策を考察 し

ているが、実際には自然変動をも考慮 した管理方策が考え出されなければならない。この意味か ら

ここではスル メイカ秋生まれ群資源の変動が漁獲の影響なのか、あるいは自然変動なのかを検討 し

たので報告す る。

報告に先だち、産卵場における水温データを処理 していただいた日本海区水産研究所長沼光亮主

任研究官、また資料の整理、作図にご協力いただいた笠柄昌子さん、田渕満有美さんに心から感謝

します。

2.資 料 と方 法

解析に用いた資料は1971～1989年 までの漁場一斉調査における魚群量指数、密度指数の計算結果

および 日本海沖合域における6月 と9月 における外套長組成、スルメイカ稚仔調査における稚仔分

布の密度および秋季における稚仔分布域の経年変化、1973年 ～1989年 までの山口県から青森県まで

のスルメイカ秋生まれ群の産卵場と推定される海域の10月 の50m層 水温である。これ らはいずれも

日本海区水産研究所資料(日 水研、1971～1990)で ある。

漁獲の影響による変動要因の検討にはBeverton(1954)の 再生産関係理論を適用 した。自然変動

要因の検討にあたっては、1973～1989年 における産卵期の平均水温と親魚量に対する稚仔量の回帰

の残差 との関係を回帰分析 した。

3.資 源変動要因についての考え方

現在、資源変動要因の研究には二つの流れがある。一つは環境決定論あるいは自然変動論と呼ば

れているもので、この考え方は発育の初期、特に卵か ら稚仔の段階で大量の死 亡が起 こり、資源の

大きさはその時に決るとするものである。すなわち、その段階での死亡量が多いか、少ないかは環

境条件に依存 し、親魚量と加入量とは無関係であるとする考え方である。

他の一つは、資源量は漁獲の影響によって変動するという考え方で、現在の資源力学の数理的モ



デルがこれに相当する。この数理的モデルにはい くつかの仮定、前提がある。すなわち資源量の変

動が密度依存的であり、加入量は密度依存的に変化するという仮定、また、その密度の変化を起す

要因は漁獲だけであるという仮定、環境は資源の大きさの枠を決めるだけで、漁業が働かなければ

資源は限界値で平衡するという理論的な前提などである。

日本海のスルメイカについて自然変動論を主張 したのは伊東(1972)で 、伊東(1972)は スルメ

イカのように寿命が短 く、浮魚的性格の強い種では、資源変動については水温など環境条件の影響

を受けるとしている。一方、スルメイカの資源変動が漁獲の影響であると主張したのは土井 ・川上

(1979)、 安達(1988)で 、土井 ・川上(1979)は 冬生まれ群にっいて、安達(1988)な 秋生まれ

群について、スルメイカ漁獲量の減少がそれぞれ乱獲のためであるとした。自然変動論 と漁獲の影

響による変動、すなわち人為変動論の考え方の決定的な相違は環境のとらえ方にあ り、現在でもそ

の対立は続いているものと考え られる。

沖 合 イ 力 釣 漁 業 開 始

図1.日 本海におけるスルメイ力漁獲量の経年変化

4.秋 生まれ群資源の変動の検討

1951～1989年 までの日本海におけるスルメイカ漁獲量の経年変化(日 本海区水産研究所資料)を

図1に 示 した。1951～1967年 までは年間およそ5～10万 トンの範囲で変動 していたが、沖合漁場開

発後の1968年 以降は急激に増大 し、1970年 には約20万 トン、1972年 には約29万 トンを漁獲 した。 し



か し、この年以降漁獲量は減少傾向をたどり、1986年 には約6万5千 トンにまで低下 した。しか し、

1987年 以降は変動 しながらも再び増加傾向にある。1968～1972年 の漁獲量の増加は沖合イカ釣漁業

が開始されたことによる漁獲努力量の増大によるものと考え られ、それ以降の漁獲量の減少は安達

(1988)に よると過剰漁獲努力量の影響とされている。

1)漁 獲の影響による変動の検討

表1に1971～1989年 までの試験船漁場一斉調査結果を示 した。魚群量指数と密度指数が示 されて

いるが、資源変動を検討する場合において、魚群量指数は調査年の調査海域が一定ではないため、

調査海域の面積を考慮 した密度指数を資源量の指数としてあつか うのが妥当である。

表1を みると、6月 の密度

指数は1971年 以降徐々に低

下 し、1981年 以降は10.0未

満の値となっている。9月

の密度指数も6月 の場合と

同様であるが、 指数値が

10.0未満 となるのは1979年

以降である。これ らの指数

値を資源量指数として解析

に供するのであるが、安達

(1988)に よると、漁場一斉

調査の調査海域では秋生ま

れ群、冬生まれ群が時空的

に重複 して分布するとして

いるので、各密度指数の内

に占める秋生まれ群 と冬生

まれ群の割合を定量的に分

離する必要がある。 安達

(1988)は 浜田港の漁獲物外

套長組成を統計的に複数の

グループに分離 しているが、

漁場一一斉調査では試験船の

釣獲試験時に外套長を測定



しているので、それらの外套長組成を統計的に検討することになる。

図2.日 本海沖合域における6月 と9月 の外套長組成



図2は 上述の考え方か ら6月 と9月 の外套長組成を統計的に分離、検討 したものである。6月 の

組成をみると1977年 、1979年 、1989年 以外の年は二つのグループに分離されている。外套長の小 さ

いグルLプ のモー ドは13～16cmに あり、大きいグループのモー ドは20～22cm位 にある。安達(1988)

は同様の方法で浜田港の漁獲物外套長組成を二つのグループに分離 し、小型のグループを冬生まれ

群、大型のグループを秋生まれ群としているので、この報告においても安達(1987)と 同様にあつ

かうと、1977年 、1979年 、1989年 は冬生まれ群が調査海域に加入 していないことを示 していること

になる。

9月 の外套長組成はいずれの年も二つのグループに分離され、秋季においては調査海域に冬生ま

れ群も完全加入 していることが示されている。冬生まれ群のモー ドは19～22cm位 にあ り、6月 のモ

ー ドより6cm位 大きくなっており、成長の様子を示 していると考え られる。秋生まれ群の外套長組

成のモー ドは25～26cmに あり、6月 のモー ドより4～5cm位 大きくなっている。このことは冬生まれ

群 と同様に外套長の成長の様子を示 しているもの と考えられる。以上のような考え方に立つと、各

年の6月 と9月 の密度指数に外套長組成における秋生まれ群の構成割合を乗ずることにより秋生ま

れ群の密度指数(資 源量の指数)を 得ることができる。

図3.秋 生まれ群密度指数の経年変化

このように して求めた秋生まれ群の密度指数を調査年に対 してプロッ トしたものが図3で ある。

6月 の密度指数が9月 よりも大きいが、これは6月 に完全加入 した秋生まれ群が9月 までに減耗 し

たことを示 していると考え られ、このことか ら6月 から9月 までの生残率(S)を 計算することが



可能となる。図3を みると1974年 のような例外も認められるが、1971～1980年 は減耗が大きく、198

1～1989年 では小さくなっていることがわかる。減耗の要因は自然死亡と漁獲死亡であるが、6～

9月 の3ケ 月間において、大きく成長 した秋生まれ群では自然死亡は極めて小さく、 しかも一定で

あると考え られ、死亡の大部分は漁獲によるものと推察きれる.

図4.秋 生まれ群の再生産曲線の推定①(AとRの 関係)

次に秋生まれ群の再生産関係を検討 したものが図4で ある。横軸に9月 の密度指数、縦軸に翌年

6月 の密度指数をとって、Beverton (1954) の再生産式にあてはめた。これは真の意味での再生産

式ではなく、親魚量と加入量の関係を示 したものである。両者の関係は直線関係に近 く、親が多け

れば子も多いという関係にある。この関係式から9月 の漁場一斉調査結果をもとに翌年の加入量の

予測が可能 となる。

図5は 親魚量(9月 の密度指数)と 次世代の親魚量(翌 年9月 の密度指数)の 関係を示 したもの

である。横軸 と縦軸の尺度を同 じにして示 したもので、真の意味での再生産関係 となる。図4と 同

様にBererton(1954) の再生産式にあてはめた (r=0.823) o Beverton(1954) の再生産式は自然死亡

関係数Mが 幼稚仔期の資源量 と直線関係にあることを仮定 しているが、図5を みると密度効果が働

らいているのは親魚量が約8.0よ り多い場合である。資源変動の数理的モデルの仮定の1つ が密度

制御の要因が漁業の力だけであるということか ら、上述の結果はその仮定を満た していることにな

る。すなわち秋生まれ群資源の変動要因は漁業の力であると結論づけられる。



図5。 秋生まれ群の再生産曲線の推定②

また、数理的モデルにおける`環 境は資源の大きさの枠を決めるにすぎない"と いう仮定からは、

図5の 再生産式において R=24.0 という秋生まれ群資源の限界値が計算される。図中に限界値を点

線で示 したが、この意味は処女資源時の親魚量が限界値にあったことで、現実には沖合イカ釣漁業

が開始された1967～1968年 当時の状況を示すことになる。親魚量の変動をみると1971～1980年 にか

けては変動 しなが ら減少 している。図中の45。 線は親魚量 と回帰量が等 しいことを示す直線で、言

い換、えれば密度効果が働 らいていないことを示 している。それに該当する年は、少なくとも1983～

1987年 であり、 したがってこの年代の資源変動は漁業の力ではな く、 自然変動すなわち環境の影響

を受けて変動 していると考えるのが妥当であろう。このことについては後述する。

また、先に秋生まれ群が漁業の力で変動 していることを述べたが、そのことをさらに具体的に示

してみる。図6に 全死亡係数Zと 親魚量Aの 関係を示 した。横軸のZは 図3に 示 した6月 と9月 の

密度指数の比(9月 の密度指数/6月 の密度指数)を 生残率Sと し、その対数をとったものである

(Z・ ・一2nS)。6～9月 で は 自然 死 亡 係 数Mの 値 は 小 さ く、 か つ 各 年 の 値 を コ ンス タ ン トと

仮定す ると、Zの 変動は漁獲係数Fの 変動と考えてもさしつかえない。1971～1980年 では親魚量A

はFに よって変動 していることがわかる。1981～1989で はFの 影響を受けていない。 したが って

1971～1980年 までは漁獲の力によって秋生まれ群資源が変動 し、1981～1989年 までは前述 したとお

り環境の影響で変動 していることになる。図6を みてわかるように漁獲の影響による親魚量の変動



図7.親 魚量と稚仔量の関係



巾は 自然変動による変動巾よりもかなり大きい。すなわちスルメイカ秋生まれ群資源の変動要因は

漁獲の影響が主で環境の影響は従と考え らえる。

2)自 然変動要因の検討

自然変動論は卵か ら稚仔の段階に大量の死亡が起 り、資源の大きさはその時に決まる。また、卵

から稚仔までの生残率の高底は環境条件に依存 し、親と子の関係、言い換えれば世代から世代への

継承性はないという考え方である。この考え方にそって検討を試みる。

スルメイカ稚仔量の資料として表2に スルメイカ稚仔調査結果を示す。表2に は稚仔の分布量指

数と密度指数が示 してあるが、稚仔量の場合も魚群量の場合と同様に、年によって調査海域の面積

が異っているため、稚仔分布の密度指数を用いて解析 した(1974年 のデータは除 く)。

表2.日 本海南西部～九州近海におけるスルメイカ

稚仔調査結果(10～11月)

図7は 図3に 示 した9

月の魚群量密度指数と稚

仔分布の密度指数との関

係を示 したものである。

親魚量が多ければそれに

由来する稚仔量も多いと

いう関係が認め られる

(有意水準1%)。 さらに

言い換えれば親魚量が多

ければ総産卵量も多 くな

り、総産卵量が多ければ

稚仔量も多 くなることを

示 している。 したが って

自然変動論の親子関係が

ないという考え方はこの

時点で否定され、 しか も

前項で述べたように親魚

量は漁獲の力で変動する

ので、秋生まれ群の資源

変動要因が漁獲の力であ

ることの再確認がなされ

たことになる。ただ し、

図中の回帰関係には稚仔

量のバ ラツキがみられ、



このバラツキが環境要因によって起 っていることになる。回帰直線の上側のバラツキは卵か ら稚仔

への生き残 りが良いことを、回帰直線の下側のバラツキは生き残 りが悪いことを意味 している。ま

た、図中に γ2=O.694(決 定係数)を 示 したが、これは稚仔量の変動の69.4%が 親魚量の回帰によ

って決定され、残 りの30。6%が 環境の影響を受けていることである。

図8.秋 季におけるスルメイカ稚仔分布域の経年変化



図9.10月 の50m平 均水温の集計水域



図10.ス ルメイカ産卵場における10月 の平均水温と平均偏差の経年変化

この 環 境 の 影 響 を 検 討 す る た め 、 環 境 要 因 と して 産 卵 期(10月)、 産 卵 場(図8)の50m層 の 水

温 を と りあ げ た 。 図9に は10月 の50m層 平 均 水 温 の 集 計 海 域 を 示 した が 、 この 海 域 で の10月 の 平 均

水 温 と平 均 偏 差 を 示 した もの が 図IOで あ る。 平 均 偏 差 の プ ラス の 年 を平 年 よ り も高 い 年 、 マ イ ナ ス

の 年 を 平 年 よ り も低 い 年 とす る と、水 温 の 高 い年 は1973年 、1974年 、1975年 、1978年 、1981年 、1985年 、

1986年 、1987年 、1989年 の9ケ 年 、水 温 の 低 い年 は1976年 、1977年 、1979年 、1980年 、1982年 、1983年 、198

4年 、1988年 の8ヵ 年 で あ る。

以上のように分類された各年を先の図7に プラスの年を白丸、マイナスの年を黒丸でマークする

と、卵から稚仔への生残の良い年(回 帰直線の上側の年)は 高温年が6ケ 年に対 し、低温年が2ケ

年、生残の悪い年(回 帰直線の下側の年)は 低温年が5ケ 年に対し、高温年が2力 年となっている。

すなわち高温の年は卵から稚仔への生残が良く、低温の年は生残が悪いという傾向がうかがわれる。

この傾向を統計的に検定 したものが表3で あるが、X2検 定の結果、危険率1%で その傾向が認

められる。さらに、このことを水温の絶対値を用いて検討 したものが図11で ある。平均水温と稚仔

量の残差の関係は直線関係が認められ(有 意水準5%)、 平均水温が高いほど稚仔の生残は良 くな

ることがわかる。r2(決 定係数)は0.347で 稚仔の生残の34.7%が 産卵期、産卵場の水温によ っ

て決定されること歩示 している.

先述 したように稚仔量の変動の約70%が 親魚量によって決定され、残 りの約30%の 内、約35%が



表3.水 温平均偏差 に関する2×2分 割表 水温 という環境要因によっ

て決定 されることになるの

で、稚仔量の変動を全体と

してみると、約10%が 水温

の影響 となる。したがって

秋生まれ群資源の変動は環

境(水 温)が 決めるのでは

なく、親魚の量によって決

定されることになり、また

親魚量は漁獲の力によって

変動す るので、結論 として

秋生まれ群資源は漁獲の影

響によって変動することに

なる。 したがって、日本海

における近年のスルメイカ漁獲量の上昇傾向は漁獲努力量の減少によるものと推定される。このこ

とは事実と して 日本海沖合で操業する大中型イカ釣漁船の大臣承認数が、近年では最盛期の1/5に

減少 している(笠 原、未発表)こ とか らも裏づけられる。

図11.産 卵期平均水温と稚仔量のバラツキの関係



5.要 約

1971～1989年 の漁場一斉調査およびスルメイカ稚仔調査結果を用いて、日本海におけるスルメイ

カ秋生まれ群資源の変動要因を検討 し、次の結果を得た。

1)1971～1989年 の6月 時点における調査海域には、秋生まれ群と冬生まれ群が分布 しているが、

完 全加入 しているのは秋生まれ群である。9月 時点では秋生まれ群、冬生まれ群 とも完全加入 し

て いる。

2)秋 生まれ群 と冬生まれ群の混合割合から秋生まれ群の密度指数が得 られ、6月 の密度指数と9

月の密度指数との比から秋生まれ群の生残率を得た。生残率は1971～1980年 が低 く、1981～1989

年では高くなっている。

3)親 魚量(9月 の密度指数)と 次世代の親魚量(翌 年9月 の密度指数)の 関係はBeverton(1954)

の再生産式に適合する。したがって数理モデルの仮定を満たすことになり、秋生まれ群の資源変

動は漁獲の影響とみなすことができる。

4)全 死亡係数(Z)と 親魚量の関係は、1971～1980年 までは負の直線回帰関係がみられるが、

1981～1989年 では回帰関係は認められない。すなわち、1971～1980年 までの変動は漁獲の影響で

あり、1981～1989年 の変動は自然変動である。

5)親 魚量(9月 の魚群密度指数)と 稚仔量(稚 仔分布の密度指数)の 関係は正の直線回帰式に適

合する。 γ2・O.694で あり、稚仔量の変動の69.4%は 親魚量によって決定され、30.6%が 環境の

影響となる。

6)親 魚量と稚仔量の直線回帰における残差(バ ラツキ)が 環境の影響であるので、産卵期(10月)、

産卵場の平均水温と残差の関係をみると、正の直線回帰式に適合する(γ2・0.347)。 すなわち

平均水温が高いほど卵か ら稚仔への生残が良い。

7)稚 仔量の変動の69.4%が 親魚量、30.6%が 環境によって決定され、環境の影響の内、水温が

34,7%を 占めるので、全体として稚仔量の変動に対する水温の影響は10.6%で ある。

8)親 魚量の変動要因は漁獲の力であるので、秋生まれ群資源の変動は漁獲の力が主で、環境の影

響が従となる。 したがって 日本海における沖合イカ釣漁業の管理は可能である。
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